
� 配当所得の課税状況

区 分
一 般 課 税 分 非 課 税 分

人 員 支 払 金 額 源泉徴収税額 人 員 支 払 金 額

人 千円 千円 人 千円

※ ２，８０５，４７３ １５０，８３２，１４５ ３０，１６６，４２９ １０，１９４ １０，５８７，７９０
利益又は利息の配当、剰余金の分配、
基金利息の分配、特定証券投資法人の
投資口の配当等

－ ４９，３０７ ７，３９５ － ２，０００公募・私募証券投資信託の収益の分配
及び特定株式投資信託の収益の分配

計 － ※ １５０，８８１，４５２ ３０，１７３，８２４ － ※ １０，５８９，７９０

調査対象等：配当等の支払者から平成１５年４月３０日までに提出された「法定資料の合計表（支払調書）」及び平成１４年２月から平成１５年１月ま
でに提出された「配当等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

（注） この表の「人員」に関する部分は、標本調査に基づく推計値である。

� 上場株式等の譲渡所得等の課税状況

区 分 譲 渡 利 益 金 額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円

信 用 取 引 等

転 換 社 債 等

そ の 他 の 上 場 株 式 等

５，２５０，６８０ １，０５０，１３６

６７７，９６５ １３５，５９３

５７，３４３，８２５ １１，４６８，７６５

計 ６３，２７２，４７０ １２，６５４，４９４

調査対象等：平成１４年２月から平成１５年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出され
た「上場株式等の譲渡利益金額の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

� 報酬・料金等所得の課税状況

区 分 人 員 支 払 金 額 源泉徴収税額 １４ 年 ／ １３ 年

人 千円 千円 ％

法第２０４
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原稿料、作曲料、放送謝金、講演
料 等 の 報 酬 又 は 料 金

２４３，０７０ ２２，５４７，３７１ ２，４１５，９１８ ８５．９

弁護士、税理士等の報酬又は料金 ３５７，２０１ １８２，９６７，６６６ ２３，４１３，４６９ ９４．５

診 療 報 酬 １４，５３２ ２７１，９８４，０３１ ２４，１１３，１１９ ９３．９

職業野球の選手、騎手、外交
員 等 の 報 酬 又 は 料 金

７８，９６７ １２８，０６７，７００ ８，５７１，８２２ ９５．２

芸能等についての出演・演出等の
報 酬 又 は 料 金

１４，５８２ ７，８０６，４５３ ７５２，９０６ ９４．２

バー、キャバレーのホステス等
の 報 酬 又 は 料 金

１１，６４９ ２３，３００，８８５ １，３６６，３７３ １１５．２

契 約 金 ・ 賞 金 １，２７１ ４，３９１，８６２ ２４４，３２９ ６６．１

７２１，２７２ ６４１，０６５，９６８ ６０，８７７，９３６ ９４．２小 計

９８，１３７ １０９，２６２，１７２ １，１０５，８０４ ７７．３法第２０３条の２該当（ 公 的 年 金 等 ）

２０９，０６２ ７５，４１２，７８１ ７５９，３４６ ２３９．３法第２０７条該当（生命保険契約等に基づ
く年金）

２，３３３ １３，０２１，５２２ １，２３９，１７４ １１６．７法第１７４条該当（芸能人の役務提供法人
等の報酬又は料金）
計 ※ １，０３０，８０４ ※ ８３８，７６２，４４３ ※ ６３，９８２，２６１ ９４．９

災害減免法により徴収猶予したもの － － － －

調査対象等：報酬・料金等の支払者から、平成１５年４月３０日までに提出された「法定資料の合計表（報酬・料金等の支払調書）」及び平成１４年
２月から平成１５年１月までに提出された「報酬・料金等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

（注） この表の「人員」に関する部分は、標本調査に基づく推計値である。

３ 源泉所得税
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源 泉 分 離 （ 選 択 ） 課 税 適 用 分 合 計

人 員 支 払 金 額 源泉徴収税額 支 払 金 額 源泉徴収税額 １４ 年 ／ １３ 年

人 千円 千円 千円 千円 ％

６，３１８ ２，７９０，７８０ ９７６，７７３ １６４，２１０，７１５ ３１，１４３，２０２ ９２．８

－ ２０１，２５８ ３０，１９４ ２５２，５６５ ３７，５８９ ６０．３

－ ※ ２，９９２，０３８ １，００６，９６７ ※ １６４，４６３，２８０ ※ ３１，１８０，７９１ ９２．７

� 非居住者等所得の課税状況

区 分 人員

支 払 金 額
源泉徴収
税 額

左のうち租税特別措置法又は租税条約により課税の
軽減を受けたもの

課税分 非課税又
は免税分 総 額 適用の内容 人員 支払金額 源 泉 徴

収 税 額

人 千円 千円 千円 千円 人 千円 千円

公社債・預貯金の利子等 － ２８９，６７６ － ２８９，６７６ ３５，９１７
租税特別措置法
又は租税条約の
適用を受けたも
の

－ － －

利益又は利息
の配当、剰余
金の分配、基
金利息の分
配、特定証券
投資法人の投
資口の配当
等、公募・私
募証券投資信
託の収益の分
配及び特定株
式投資信託の
収益の分配
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一 般 分 ３９，５３４ １９，４４３，８０４ ３，０９１，７１２

源 泉 分 離 選 択
課 税 適 用 分

－ － －

小 計 ３９，５３４ １９，４４３，８０４ ２１２，３６３ １９，６５６，１６７ ３，０９１，７１２ 租税条約の適用を受けたもの ２６，７２６ １５，５４８，２０８ ２，３１２，５６６

－ ６３，３５３ － ６３，３５３ ６，２６３匿名組合契約に基づく収益の分配

給 与 ・ 賞 与 等

退 職 所 得

役 務 の 報 酬

工業所有権その他の技術に関する権利
等の使用料又はその譲渡による対価
著 作 権 の 使 用 料 又 は
そ の 譲 渡 に よ る 対 価

貸 付 金 の 利 子

不動産、採石権の貸付、租鉱権の設定
又は航空機、船舶の貸付による所得

機 械 等 の 使 用 料

土 地 等 の 譲 渡 に よる対価

人的役務提供事業の対価

生命保険契約等に基づく年金

賞 金

９，１３８ ５，５８２，６２３ ６，４３３，３８８ １２，０１６，０１１ ９３８，８６０ 租税条約の適用を受けたもの － － －

２０ ２４０，０８２ － ２４０，０８２ ３０，７５２ 租税条約の適用を受けたもの － － －

１，７２５ ２，１６６，３２３ ５７，１７９ ２，２２３，５０２ ４２８，９８３ 租税条約の適用を受けたもの － － －

４９０ ３８，９８４，１０１ １６０，４５０ ３９，１４４，５５１ ３，９１２，１７１ 租税条約の適用を受けたもの ３１８ ２３，８８３，１９４ ２，３８５，０９１

１３７ ７６０，２２３ １８，６３７ ７７８，８６０ ９１，３６５ 租税条約の適用を受けたもの １２５ ６０７，７２７ ６０，８６６

３１９ ３５６，３１４ － ３５６，３１４ ３６，１２１
租税特別措置法又
は租税条約の適用
を受けたもの

２８４ ３５１，３１１ ３５，１２８

１８７ ２１９，６９９ １，２６７ ２２０，９６６ ４０，７１６ 租税条約の適用を受けたもの ６ ３，５３６ ３５２

３ ７０７，３７０ － ７０７，３７０ ６７，５９１ 租税条約の適用を受けたもの １ ４６，６２０ ４，６６２

９２ ４，２３３，２９１ － ４，２３３，２９１ ４２０，９１３

２７１ ２，６１６，４５５ ３３９，３３２ ２，９５５，７８７ ３８９，６２７ 租税条約の適用を受けたもの ３ １，８７７，５５９ ２８１，６３３

５１ ３３，８４３ － ３３，８４３ ９１４

５４ ２９，９９６ － ２９，９９６ ５，２１１ 租税条約の適用を受けたもの － － －

合 計 － ７５，７２７，１５３※７，２２２，６１６※８２，９４９，７６９ ※９，４９７，１１６ 計 ２７，４６３ ４２，３１８，１５５ ５，０８０，２９８

調査対象等：平成１５年４月３０日までに非居住者等の給与等の支払者から提出された「法定資料の合計表（非居住者等に支払われる給与等の支
払調書）」等に基づいて作成した。

（注） この表の「公社債、預貯金の利子等」は実績値であるが、その他の部分は標本調査に基づく推計値である。

３ 源泉所得税
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